
◎金融機関等による顧客等の本人確認等に関する法律
（平成一四年四月二六日法律第三二号）　　

一、提案理由（平成一四年四月九日・衆議院財務金融委員会）　

○柳澤国務大臣　ただいま議題となりました金融機関等による顧客等の本人確認等に関

する法律案につきまして、提案の理由及びその内容を御説明申し上げます。

　昨年九月の米国同時多発テロ事件の発生以降、テロリズムの撲滅のため、テロ資金対

策が国際社会において重要な課題とされており、我が国といたしましても、テロリズム

に対する資金供与の防止に関する国際条約の早期締結を目指しているところであります。

　そこで、同条約の的確な実施を確保し、金融機関等がテロリズム等に利用されること

を防止するための顧客管理体制の整備を促進する等の観点から、この法律案を提出する

こととした次第であります。

　以下、この法律案の内容につきまして御説明申し上げます。

　第一に、金融機関等は、顧客等との間で預金口座の開設や大口現金取引等を行う際、

運転免許証の提示を求める等の方法により、顧客等の氏名、住居及び生年月日等を確認

して、本人確認を行わなければならないこととしております。

　第二に、金融機関等は、本人確認で確認した顧客等の氏名等を記録し、当該記録を一

定期間保存しなければならないこととしております。

　第三に、金融機関等は、顧客等の取引に関する記録を作成し、当該記録を一定期間保

存しなければならないこととしております。

　以上が、金融機関等による顧客等の本人確認等に関する法律案の提案の理由及びその

内容であります。

　何とぞ、御審議の上、速やかに御賛同くださいますようお願い申し上げます。

二、衆議院財務金融委員長報告（平成一四年四月一一日）　　

○坂本剛二君　ただいま議題となりました両案につきまして、財務金融委員会における

審査の経過及び結果を御報告申し上げます。

　初めに、金融機関等による顧客等の本人確認等に関する法律案について申し上げます。

　本案は、昨年九月の米国同時多発テロ事件の発生以降、国際社会においてテロ対策の

さらなる推進が重要な課題となっていることにかんがみ、テロリズムに対する資金供与

の防止に関する国際条約の的確な実施を確保し、金融機関等がテロリズム等に利用され

ることを防止するため、その顧客管理体制の整備を促進する等の観点から、所要の措置

を講じようとするものであり、以下、その概要を申し上げます。

　第一に、金融機関等は、預金口座の開設や大口現金取引等を行う際、運転免許証の提

示を求める等の方法により、顧客等の本人確認を行わなければならないことにしており

ます。

　第二に、金融機関等は、本人確認に係る記録及び顧客等の取引に関する記録を一定期

間保存しなければならないことにしております。



……………（略）……………

　両案は、去る四月二日当委員会に付託され、同月九日柳澤国務大臣及び塩川財務大臣

からそれぞれ提案理由の説明を聴取した後、質疑を行い、同日質疑を終局いたしました。

次いで、順次採決いたしましたところ、両案はいずれも多数をもって原案のとおり可決

すべきものと決しました。

　以上、御報告申し上げます。

三、参議院財政金融委員長報告（平成一四年四月二二日）　　

○山下八洲夫君　ただいま議題となりました法律案につきまして、委員会における審査

の経過及び結果を御報告申し上げます。

　本法律案は、テロ資金供与防止条約の的確な実施等に資する観点から、金融機関等の

顧客管理体制の整備の促進を図るため、顧客等の本人の確認及び取引記録の作成・保存

に関する措置を定めようとするものであります。

　委員会におきましては、本法律案の罰則の考え方、マネーロンダリングの対策に必要

な捜査機関との協力、連携等について質疑が行われましたが、その詳細は会議録に譲り

ます。

　質疑を終了し、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決

定いたしました。

　以上、御報告申し上げます。


